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第２章　テーマパーク業界の動向
２－１　東京ディズニーランド・東京ディズニーシーの現在の業績と立ち位置
　１９９３年からコロナ禍に入るまでの２０１９年までの間、遊園地・レジャーランドの市場規模は時折落ち込みを見せながらも、拡大し続けていた。２０００年までは右肩下がりで市場が縮小していたものの、２００１年は大幅に拡大し１９９３年の市場規模を超え、その後１０年間は約６，０００億円レベルで推移している。２００１年はユニバーサルスタジオジャパンと東京ディズニーシーが誕生した年となっており、テーマパーク業界に大きな影響を及ぼしたと考えられる。２０１１年にかけて尻すぼみしていた市場規模だが、２０１２年以降７年連続で市場規模が大きくなっている。そして２０２０年になると２０１９年の約４割程度にまで市場が縮小。２０２０年に大きく落ち込んだ最大の要因は新型コロナウイルスによるものと考えられる。
東京ディズニーランドと東京ディズニーシーの２０２１年度の年間入園者数は、当初予測を上回り、１，２０５万人である。１日１パーク２万人から、キャパシティの５０％以下まで段階的に引き上げたことが寄与した。しかし、ピークの２０１８年度２パークで年間３，２５６万人、単純平均すると1日８・９万人であったのに対し、その半分にも満たない。一方、ゲスト１人当たり売上高は、大きく上昇した。特に、４段階の価格変動制導入と、朝やハロウィーンの新たな高単価チケット発売がチケット収入を大きく向上させた。東京ディズニーシー２０周年関連商品が好調で、商品販売、飲食販売も伸びた。客単価１４，８３４円は驚異的な水準である。その結果、テーマパーク事業の売上高は２，１８６億円、営業利益は２５億円の黒字となった。客単価向上が大きく寄与し、年間入園者数に対する営業利益額は高水準である。
それに対し、２０２２年４月２７日に運営会社であるオリエンタルランドが発表した２０２２年３月期連結決算は、売上高が前期比６１・６％増の２，７５７億円、純損益は８０億円の黒字（前期は５４１億円の赤字）。運営する東京ディズニーランドと東京ディズニーシーの入園者数が、新型コロナ禍による人数制限を緩和したことで増加し、黒字転換した。今後はアトラクションの待ち時間を減らし入園者の満足度を向上させるため、コロナ禍前に比べて繁忙期や休日の入園者数の上限を引き下げる。一方、変動価格制のチケットの価格帯見直しなどで閑散期や平日の来園を促し、年間の入園者数の底上げを図る方針である。
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